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書類受理・審査・不備等修正対応 

※受理から交付決定までに１か月程度 

①交付申請書提出（随時受付） 
※令和８年１１月３０日必着 

②交付決定書送付（補助事業開始） 
※交付決定日以降事業実施可 

～補助事業終了～ 

※事業費支払いを完了させ、実績報告書・添付書類及び証

憑等を準備しておくこと 

③計画に変更が生じた場合 
計画変更承認申請書提出（事業者）・

承認（事務局） 

④実績報告書の提出 
※事業完了後３０日以内又は令和９年１月１５

日までのいずれか早い日までに提出（必着） 

書類受理・不備等修正対応・確定検査 

※受理から交付決定までに２週間～１か月程度 

⑤補助金額確定通知書送付 

⑥精算払請求書の提出 
※⑤受領後１週間以内に提出（必着） 

⑦補助金支払い（令和 9年 2月 26日まで） 
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（様式第１号） 

令和８年８月１０日  

 

福岡県中小企業団体中央会会長 殿 

                       

住      所  

商 号 又 は 名 称              

代表者役職・氏名  

 

福岡県外国人材受入企業支援補助金交付申請書 

 

 福岡県外国人材受入企業支援補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第５条の規定に基づき、上

記補助金の交付について下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１．補助事業の目的及び内容 

  （別紙１）補助事業実施計画書および（別紙２）経費内訳書のとおり 

 

２．補助事業の開始日及び完了日（最長令和９年１月１５日まで） 

  交付決定日～令和   年   月   日 

 

３．補助金交付申請額 

  金          円 

 

４．そのほか添付書類 ※別紙「福岡県外国人材受入企業支援補助金交付申請用チェックリスト」参照） 

 ①補助対象経費に係る見積書（単価１０万円以上（税込）の場合は相見積）及び間取り図等の写し 

 ②暴力団排除に係る誓約書 

 ③入国前の外国人技能実習生については、技能実習計画認定通知書の写し、雇用契約書及び雇用条件

書の写し等（本事業実施により利益を享受する実習生全員分） 

技能実習中の外国人技能実習生については、技能実習生の雇用契約書及び雇用条件書の写し、在 

留カードの写し等（本事業実施により利益を享受する実習生全員分） 

 ④（中小企業法人等）履歴事項全部証明書の写し 

（個人事業者）事業を行っていることが確認できる書類（確定申告書、営業許可証等）の写し 

 ⑤その他中央会会長が必要と認める書類 
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（別紙１）（様式第１号関係）  

 

補助事業実施計画書  

 

１ 申請企業の概要等 

①資本金又は 

出資の総額 円 

②企業全体で常時使

用する労働者の数 

     

人  

③主な事業 

２ 補

助事業

を行う

事業所 

① 本 補 助 事

業 の 対 象 と

な る 居 所 住

所  

※実習生の居

所及び寮名  

 

 

※ＰＲ動画・パンフレット制作の場合は記入不要 

※補助事業実施場所が複数ある場合は併記すること 

② ① に 居 住

す る 実 習 生

の 実 習 場 所

（勤務地）  

 

３ パートナーシップ構築宣言日 
令和 年 月 日 

４ 補助事業の概要 ※選択肢はいずれかに○をすること。 

（1）取り組み内容 

※取り組み内容が環境整備支援 で建物改修の場合、改修を行う建物は 

［ 自己所有 ・ 賃借 ］である。（賃借の場合は承諾書（様式任意）を提出） 

（2）事業実施計画 

事業目的、事業内容及び取り組みの必要性、見込まれる効果について 

※外国人技能実習生の受入れ、県内定着に効果があることを具体的に記載すること 

※課題・問題点等が複数ある場合は，課題ごとに分けて記載すること 

現状の課題・

問題点等 

 

 

今回実施する

補助事業の具

体的な内容 

内容 

 

 

本事業実施により利益を享受する実習生 
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①国籍：         人数：   人 

②国籍：         人数：   人 

③国籍：         人数：   人 

補助事業の実

施によって見

込まれる効果 

 

 

５ 本事業の問い合わせ先 

 所属名          担当者名 

 電話番号         FAX 番号        Email 

※本申請に係る問合わせは基本本欄記載のメールアドレス宛に行わせていただきますので、必ず記載ください。 

※補助事業者自身が責任をもって計画・実行していただく必要があるため、本欄は作成支援者や支援機関では

なく、申請者もしくは申請者の役職員を問い合わせ先としてください。 
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（別紙２）（様式第１号関係）  

 

経 費 内 訳 書 

１．経費明細表                        （単位：円） 

経費区分 内容  
補助事業に 

要する経費 

（税込み） 

補助対象経費 

（税抜き） 

 

 

 

    

    

（１）補助事業に要する経費合計（税込み）※２  

（２）補助対象経費合計（税抜き） 

（３）補助金交付申請額 （（２）×補助率 1/2 以内）※１ 

１．（３）補助金交付申請額は補助対象経費の２分の１以内で、１円未満を切り捨て

た金額を記入（上限は３０万円）。  

 

２．資金調達内訳 

区  分 金 額（円） 

自己資金 

借入金 

県補助金※１ 

その他 

合 計※２ 

１．県補助金額は、経費明細表の（３）補助金交付申請額と一致させること。 

２．合計額は、経費明細表の（１）補助事業に要する経費合計と一致させること。 
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（様式第１号関係） 

暴力団排除に係る誓約書 

           

                 令和８年 ８月１０ 日 

福岡県中小企業団体中央会会長 殿 

申 請 者 の 住 所  

商 号 又 は 名 称  

代表者の生年月日  昭和・平成 年 月 日 

代 表 者 役 職   

代表者氏名（フリガナ） （ ）㊞ 

性別（該当箇所に○）      男  ・  女 

            

 福岡県外国人材受入企業支援補助金の交付申請に当たり、申請者及び申請者の全役員は下記のことを

誓約します。        

 この誓約の内容と事実が反することが判明した場合は、当該事実に関して福岡県が行う一切の措置に

対して異議の申立てを行いません。     

また、福岡県中小企業団体中央会の交付決定後にこの誓約の内容と事実が反することが判明し、交付決

定の全部又は一部が取り消された場合には、当該補助金の全部又は一部を返還します。 

なお、この誓約書の内容について、福岡県が福岡県警察本部に照会することを承諾します。 

          

記 

１ 申請者は、暴力団による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号。以下「法」とい

う。）第２条第２号に規定する暴力団ではありません。 

２ 申請者は、法第２条第６号に規定する暴力団員が役員等になっている団体ではありません。 

３ 申請者は、暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者が役員等になっている団体ではありませ

ん。        

４ 申請者及び申請者の役員等は、次に掲げる暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体ではありま

せん。 

（１） 暴力団員が事業主又は役員に就任している団体     

（２） 暴力団員が実質的に運営している団体      

（３） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用している団体 

（４） 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引に係る契約を締結している

団体 

（５） 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している団体  

（６） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している団体    

５ 申請者が実施する事業(事業の準備を含む。）により暴力団を利することとならないようにするとと

もに、県が実施する暴力団の排除に関する施策に協力します。 

６ 上記のほか、関係法令を遵守するとともに、暴力団の排除を推進し、県民の安全で平穏な生活の確保

及び福岡県における社会経済活動の健全な発展に寄与します。 


